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三重県立看護大学紀要，21，45～55，2017

Ⅰ．はじめに
周産期医療には、産科医の不足・偏在、分娩施設の
減少傾向、産科病棟の複数診療科による混合病棟化、
助産師の就業場所の病院への偏在化、ハイリスク妊産
婦の増加等の課題がある 1）。一方、社会的には、快適
で安全な妊娠・出産への要望が極めて高い 2, 3）。こうし
た背景から、産科医と助産師が連携・協働し、チーム
医療を推進することが求められている 2, 3）。厚生労働省
が 2008年に公表した「安心と希望の医療確保ビジョ
ン」4）には、具体的な施策のひとつとして職種間の協
働・チーム医療の充実が掲げられている。この中で助
産師については、「医師との連携の下で正常産を自ら扱

うよう、院内助産所・助産師外来の普及等を図るとと
もに、専門性の発揮と効率的な医療の提供の観点から、
チーム医療による協働を進める」と述べられている。し
たがって、助産師には、医師と連携・協働しながら専
門性を発揮し、主体的に助産実践を行うために、助産
実践能力を向上させることが求められている。
助産師は、入職後 1年目から 16年目頃にかけて助

産実践能力を獲得し、強化していくとされている 5）。
よって、この時期の助産実践能力向上に向けた取り組
みが、重要であると考えられる。その中でも、新人助
産師教育をはじめとする施設における助産師教育の一
端を担っている中堅助産師の助産実践能力の向上が、

〔報　告〕

助産師としての自律および助産実践能力向上に関する

中堅助産師の認識
― A 県委託事業における質問紙調査より ―

Perceptions of mid-career midwives regarding their professional autonomy and 
development of their clinical competency: 

Based on surveys conducted as part of a prefectural project

岩田　朋美 1）　　永見　桂子 1）　　二村　良子 1）　　和智　志げみ 2）

大平　肇子 1）　　堂本　万起 1）　　松本　亜希 1）　　市川　陽子 1）　　田中　利枝 3）

【要　旨】
A県委託事業による中堅助産師を対象とした研修事業で行われた無記名自記式質問紙調査の記載内容を質的帰

納的に分析し、自らの助産師としての自律、自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育、および自施設の助産
師育成における自身の役割に対する中堅助産師の認識を明らかにした。自らを自律した助産師として認識してい
る中堅助産師は、約 20％であった。「自分は自律した助産師であると思うか」について「どちらとも言えない」
「思わない」の理由として、【希望する助産実践を行いづらい】【助産実践に周囲からの支援を要す】等が挙げら
れた。自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育として、【助産実践につながる知識・技術の習得】等が挙げ
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極めて重要である。
新人看護師の看護実践能力の向上に寄与した中堅看
護師からの支援として、精神的な支えのほか、中堅看
護師の経験から本にない看護を学ぶ、ともに実践を行
い対策等を考えてくれるがある 6）。助産師教育におい
てもこうした実践的な支援が重要であるため、中堅助
産師は、施設における助産師教育において、実践的な
指導者としての役割を担っていると考えられる。また、
公益社団法人日本看護協会は、助産実践能力習熟段階
（Clinical Ladder of Competencies for Midwifery 
Practice: 以下、CLoCMiP）7）において、「自律して助
産ケアを提供できる助産師」として公表することがで
きるレベルⅢの取得時期の目安を、経験年数 7年程度
としている 8）。したがって、中堅助産師には、高い助
産実践能力を有し、自律して助産実践を行うとともに、
施設における助産師教育に貢献できるよう、自らに求
められている役割を果たすことが必要とされている。
とりわけ A県は、平成 28年末の人口 10万人あたり

の助産師数が 22.7 人（全国順位 45位）9）で、平成 8
年以降、全国順位が 45～47位を推移しており 10）、慢
性的な助産師不足という課題を抱えている。そのため、
A県では、中堅助産師に期待される役割は極めて大き
いと言える。
その一方、中堅看護職には実践能力やキャリア発達
の停滞が起こることが明らかにされている 11-13）。加え
て、医療施設における継続教育は、卒業後 3～4年程
度の期間であると考えられること、助産師は看護師に
比べて職場における研修プログラムがある人の割合が
有意に低い 14）ことから、中堅助産師を対象とした継続
教育は、十分には提供されていないと推察される。
以上のことから、A県の中堅助産師が認識する自ら
の助産実践能力の向上やキャリア発達のために必要な
継続教育、自律して助産実践を行うにあたっての課題
を明らかにすることが必要であると考える。また、中
堅助産師が施設における助産師教育に貢献するための
取り組みを検討するには、中堅助産師が認識する施設
の助産師教育における自己の役割を明らかにすること
が必要であると考える。
そこで、本研究では、平成 24年度～同 28年度に A

県委託事業による経験年数が概ね 5年～15年の中堅
助産師を対象とした研修事業で行われた無記名自記式
質問紙調査の記載内容を分析し、自らの助産師として

の自律、自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育、
および自施設の助産師育成における自身の役割に対す
る中堅助産師の認識を明らかにすることを目的とする。

Ⅱ．方　法
１．平成 24年度～同 28 年度の A県委託事業の概
要 

A県は、助産実践能力向上を目的として、平成 21年
度より委託事業「院内助産所・助産師外来開設のため
の助産師等研修事業」を開始した。B大学が地域貢献
活動の一環として本事業を受託し、県内の助産師を対
象とした研修会を開催してきた。病棟看護管理者や経
験年数 20年以上の助産師の受講希望が増加したこと、
施設の助産師教育を担う助産師を対象とした研修に対
するニーズの高まりをふまえ、平成 24年度には、県
内の医療施設に勤務する経験年数概ね 5年～15年程
度の助産師（以下、中堅助産師）、ならびに経験年数概
ね 15年以上で施設の助産師教育を担う指導的立場に
ある助産師それぞれを対象とした 2コース制の研修体
制を組み立て、平成 28年度までの 5年間、継続して
研修会を開催してきた。
平成 24年度～同 28年度の A県委託事業の目的は、

A県内の医療施設で就労する中堅助産師および指導的
立場にある助産師を対象に、卒後教育プログラムを立
案、実施、評価することにより、周産期の母子とその
家族を対象とした臨床実践能力育成を支援することで
あった。平成 24年度～同 28年度の各年度において、
各コースともに 1～3か月の期間に 3日間の研修会を
開催した。なお、平成 25年度の中堅助産師を対象と
した研修会は、気象の影響により 1日中止となり 2日
間の開催となった。

２．分析対象
中堅助産師を対象とした研修会において、研修初日
ならびに研修修了日に、受講者を対象に無記名自記式
質問紙調査を行った。この調査の目的は、研修初日が
受講者の背景とレディネスの把握、研修修了日が研修
会の評価であった。また、今後の研修会の計画策定お
よび A県の助産師教育体制の向上に活用し得る情報の
収集も、調査の目的とした。今回、自らの助産師とし
ての自律、自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教
育、および自施設の助産師育成における自身の役割に
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対する中堅助産師の認識を明らかにするために、この
質問紙調査のうち、以下の質問項目を分析対象とした。

1）自らの助産師としての自律に対する認識

平成 24年度～同 28年度の研修初日の質問項目「自
分は自律した助産師であると思うか」を分析対象とした。

2）自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育に対す

る認識

平成 24年度～同 28年度の研修修了日の質問項目
「自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育」を分析
対象とした。

3）自施設の助産師育成における自身の役割に対する認

識

平成 24年度～同 28年度の研修初日の質問項目「育
成したい助産師・助産学生」、および平成 26年度～同
28年度の研修修了日の質問項目「自施設の助産実践能
力の向上における自身の役割」を分析対象とした。育
成したい助産師・助産学生とは、中堅助産師が認識す
る助産師育成における到達目標や重要視している事柄
と言える。中堅助産師は、到達目標や重要視している
事柄をもとに、助産師育成の取り組みとそこにおける
自身の役割を志向すると考える。よって、「育成したい
助産師・助産学生」を分析対象とした。

4）回答形式

「自分は自律した助産師であると思うか」については、
「かなり思う」「思う」「どちらとも言えない」「思わな
い」「わからない」より 1つを選択する単一回答形式
と、そのように認識する理由を自由記載欄に記載する

自由記述法であった。このほかの質問項目については、
自由記述法であった。

３．分析方法
量的データについては、記述統計を用いた。自由記
載内容については、調査内容に関する記載内容を抽出
し、質的帰納的に分析し、カテゴリー化を行った。デー
タ分析の妥当性と信頼性の確保のため、複数の助産学・
母性看護学の研究者で分析を行った。

４．倫理的配慮
平成 24年度～同 28年度の研修会において、受講者

には、質問紙調査の目的、質問紙の回答は自由意思で
あること、不参加による不利益は被らないこと、結果
の公表に際して個人が特定されないよう十分配慮する
ことを口頭と文書にて説明した。質問紙の回収をもっ
て調査への同意が得られたものとした。質問紙の回収
は、研修会終了後に会場の出入り口付近に回収箱を設
置し、受講者が質問紙を回収箱に提出した。
また、A県には、個人や団体が特定されないことを
説明し、研修事業で行った無記名自記式質問紙調査の
結果を研究目的で使用する旨の承諾を得た。

Ⅲ．結　果
１．研修会の参加状況（表 1）
平成 24年度～同 28年度に開催された中堅助産師を

対象とした研修会の参加状況を表 1に示す。
研修会の 5年間の受講者は、研修初日が 88名、研

修修了日が 87名であった。5年間の質問紙調査の回
答者は、研修初日が 86名（回答率 97.7％）、研修修了
日が 83名（回答率 95.4％）であった。

（人数） （人数） （人数） （人数）

表 1　研修会の参加状況
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２．自らの助産師としての自律に対する認識
1）自らの助産師としての自律に対する認識（表 2）

「自分は自律した助産師であると思うか」について、
最も回答者が多かったのは、「どちらとも言えない」47
名（54.7％）であった。「かなり思う」が 3名（3.5％）、

「思う」が 14名（16.3％）であり、自らを自律した助
産師として認識している中堅助産師は、約 20％であっ
た。一方、「思わない」は 20名（23.3％）であった。

2）「かなり思う」「思う」と認識する理由（表 3）

「かなり思う」ならびに「思う」と回答した 17名の
うち、そのように認識する理由を記載したのは 13名
であった。以下の文中において、カテゴリーを【　】、
記載内容を「斜体」として示す。なお、記載内容は、意
味内容を損なわないよう補足した。
記載内容を分析した結果、自らを自律した助産師と
して認識する理由として、5つのカテゴリー【助産実
践能力の高まりを実感している】【助産師としてのやり
がいを感じ始めた】【助産師として能動的に行動してい

n
n=86

表 2　自らの助産師としての自律に対する認識

表 3　自らの助産師としての自律に対する認識：「かなり思う」「思う」と認識する理由

表 4　自らの助産師としての自律に対する認識：「どちらとも言えない」と認識する理由



－ 49 －

る】【医師との調整ができる】【仕事を任せてもらえる】
が抽出された。
【助産実践能力の高まりを実感している】には、「さ
まざまな事象に対してアセスメントし、行動できるよ
うになってきた」等、【助産師としてのやりがいを感じ
始めた】には、「混合病棟なので助産師のみの考えで動
くことが難しいが、助産師外来を行うようになってや
りがいを感じるようになった」等があった。

3）「どちらとも言えない」と認識する理由（表 4）

「どちらとも言えない」と回答した 47名のうち、そ
のように認識する理由を記載したのは 29名であった。
分析の結果、自らを自律した助産師かどうか「どちら
とも言えない」と認識する理由として、7つのカテゴ
リー【医師の方針にもとづく助産実践を行わざるを得
ない】【希望する助産実践を行いづらい】【助産実践の
ための十分な時間が確保できない】【助産実践に周囲か
らの支援を要す】【助産実践能力が経験年数に伴ってい
ない】【助産実践への自信がゆらぐ時がある】【助産師
としての経験の不足】が抽出された。
【医師の方針にもとづく助産実践を行わざるを得な
い】には、「一部の医師と連携がしっかりとれず、助産
師としての自分の役割がしっかりと果たせている感じ
がしないこともある」等があった。
【希望する助産実践を行いづらい】には、「混合病棟
のため産科のことを十分に行えていない。また様々な
規制もある」等、【助産実践のための十分な時間が確保
できない】には、「婦人科ターミナルケア、化学療法な
ど業務が煩雑となり、母乳育児支援が十分できない」
等、産科と他科の混合病棟（以下、産科混合病棟）や

業務の多さに起因する理由があった。
また、【助産実践に周囲からの支援を要す】【助産実
践能力が経験年数に伴っていない】【助産実践への自信
がゆらぐ時がある】は、自身の助産実践能力に対して
自信のなさを抱いていることを示していた。【助産実践
に周囲からの支援を要す】には、「分娩等で悩む時は自
分の考えを言わずに先輩に頼っていることがある」等、
【助産実践能力が経験年数に伴っていない】には、「現
在の病院ではある程度経験し、妊産褥婦を担当するこ
とを任されているが、他院と比べて経験年数に相当し
ているかは十分ではない」等があった。

4）「思わない」と認識する理由（表 5）

「思わない」と回答した 20名のうち、そのように認
識する理由を記載したのは 17名であった。分析の結
果、自らを自律した助産師と「思わない」と認識する
理由として、5つのカテゴリー【医師の方針にもとづ
く助産実践を行わざるを得ない】【希望する助産実践を
行いづらい】【助産実践のための十分な時間が確保でき
ない】【助産実践に周囲からの支援を要す】【助産実践
能力に自信がもてない】が抽出された。このうち 4つ
のカテゴリー【医師の方針にもとづく助産実践を行わ
ざるを得ない】【希望する助産実践を行いづらい】【助
産実践のための十分な時間が確保できない】【助産実践
に周囲からの支援を要す】は、自らを自律した助産師
かどうか「どちらとも言えない」と認識する理由と同
じカテゴリーであった。
【医師の方針にもとづく助産実践を行わざるを得な
い】には、「病院の方針や院長の方針の中で流され、指
示待ちの状態で業務を行っている」「正常逸脱が多いの

表 5　自らの助産師としての自律に対する認識：「思わない」と認識する理由
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で医師主導となる」等があった。
【希望する助産実践を行いづらい】には、「混合病棟
なのでどっぷり産科で働けないため、ジレンマがある」
等、【助産実践のための十分な時間が確保できない】に
は、「細かい助産診断を行わず、日々の業務に流されて
いる。混合病棟のため助産業務を発揮する機会が少な
い」という産科混合病棟に起因する理由が挙げられた。
また、【助産実践に周囲からの支援を要す】には、「ま

だまだ自信のない部分、経験の少ない部分が多く、先
輩に相談やアドバイスを求めることが多い」等、【助産
実践能力に自信がもてない】には、「経験が少なく自信
をもって行えることが少ない」等、助産師としての経
験の少なさに言及していた。

３．自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育
に対する認識（表 6）

記載のあった 50名の記載内容を分析した結果、8つ
のカテゴリーが抽出された。
【助産実践につながる知識・技術の習得】【最新の知
見の習得】【知識・技術の伝達】【他施設との助産ケア
の共有】という知識や技術の習得につながる教育が挙
げられた。【助産実践につながる知識・技術の習得】に
は、「エコー技術の習得」「乳房マッサージ、乳房ケア」
「分娩件数が少ないので、事例研修などスキルアップの
ためのもの」等、【最新の知見の習得】には、「ガイド

ラインに沿った管理、ケア」等があった。
また、【継続的な教育】【段階に応じた教育】という
教育のあり方が挙げられた。【継続的な教育】には、「継
続した学習、また日々変化する医療に対応できるよう
に定期的な学習、講習への参加が必要」等、【段階に応
じた教育】には、「ラダーに基づいた段階を踏んだ教
育」等があった。
さらに、【院外研修への参加】、「中堅者向けの研修は

モチベーション維持・向上のために必要」等の【モチ
ベーションの維持・向上】が挙げられた。

４．自施設の助産師育成における自身の役割に対
する認識

1）育成したい助産師・助産学生（表 7）

記載のあった 65名の記載内容を分析した結果、15
のカテゴリーが抽出された。
対象者に対する助産師としての態度や姿勢である【温
かい対応ができる】【ケアリングの姿勢をもっている】
が挙げられた。【ケアリングの姿勢をもっている】には、
「対象の方を主体としたケアを行える」「産婦さんを思
い、自ら“何かしてあげたい”と行動できる」等があっ
た。また、助産実践能力の目安となる【対象者の安全
を担保できる】【助産師として独り立ちしている】が挙
げられた。
助産師であることに関して【助産師としての誇りを

表 6　自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育
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もっている】【自らの助産師像をもち続ける】、助産師
の仕事に関して【助産師の仕事にやりがいをもってい
る】が挙げられた。また、【能動的に学ぶ姿勢が備わっ
ている】【意欲的に活動する】【主体的に活動する】と
いう自ら積極的に学び活動することが挙げられた。さ
らに、【助産師として自律している】【ともに向上しあ
える】【助産師を育成できる】【社会人としての素養が
ある】【長く働くことができる】が挙げられた。

2）自施設の助産実践能力の向上における自身の役割

（表 8）

記載のあった 22名の記載内容を分析した結果、7つ
のカテゴリーが抽出された。
施設の助産師教育における役割である【後輩助産師
の育成】が挙げられた。また、【自身の得た学びの還
元・共有】【助産師としての役割モデル】【スタッフの

モチベーションの向上】という助産師育成における役
割が挙げられた。【自身の得た学びの還元・共有】には、
「研修などで学んできたことを他のスタッフに伝達し、
質の高い看護を目指す」等、【助産師としての役割モデ
ル】には、「後輩の見本となる姿勢を示すことができた
らと思う」があった。
さらに、【組織内の調整役】、「中堅として中心となっ

て動き出す」等の【リーダーシップの発揮】という組
織に働きかける役割が挙げられた。このほか、「今まで
培ってきた知識と経験に最新の知識を吸収し、自身の
向上をする」といった【自身の助産実践能力の向上】
が挙げられた。

表７　育成したい助産師・助産学生
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Ⅳ．考　察
１．中堅助産師の助産実践能力の向上につながる
卒後教育

医療施設における助産実践の自律性には、3つの構
成概念「基本的助産実践能力」「医師との協働」「主体
的分娩の実践力」があるとされている 15）。また、「自
分は自律した助産師であると思うか」について「どち
らとも言えない」「思わない」と認識する理由には、自
身の助産実践能力の発揮や向上における課題が挙げら
れた。そこで、「自分は自律した助産師であると思う
か」の回答理由および「自身の助産実践能力の向上に
必要な卒後教育」をもとに、中堅助産師の助産実践能
力の向上につながる卒後教育について考察する。
自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育として、

【助産実践につながる知識・技術の習得】【最新の知見
の習得】【知識・技術の伝達】【他施設との助産ケアの
共有】という知識や技術の習得につながる教育が挙げ
られた。われわれは、既存の尺度を用いた先行研究 16）

において、助産師は、「助産師としての実践能力を高め
るために必要な最新の知識・技術」「周産期の異常への
対応に必要な知識・技術・態度」等の助産実践能力の
向上につながる知識や技術への学習の要望が高いこと
を明らかにした。しかし、希望する教育内容の詳細まで
は明らかにしていない。今回の調査により、【助産実践
につながる知識・技術の習得】【最新の知見の習得】等
の記載内容から、中堅助産師が必要と考える教育内容
の一端が明らかとなった。記載内容には、「エコー技術
の習得」「乳房マッサージ、乳房ケア」「ガイドラインに

沿った管理、ケア」等の実践にすぐに活用できる知識
や技術の習得に加え、「緊急時対応のデモンストレーショ
ン」「実際に行われているケアを見学や体験できるよう
な機会」等の実践をとおした教育が挙げられた。よっ
て、中堅助産師は、助産実践能力の向上に直接的につ
ながる実践的な教育への要望が高いと推察される。
また、「自分は自律した助産師であると思うか」につ
いて「どちらとも言えない」「思わない」と認識する理
由として挙げられた【希望する助産実践を行いづらい】
【助産実践のための十分な時間が確保できない】には、
産科混合病棟に起因する助産実践の経験を蓄積しづら
い理由が示されていた。この結果は、産科混合病棟の
助産師が感じる問題、「お産に集中できない」「他科の
患者ケアに要す時間が長い」「助産の専門性が活かせて
いない」「分娩介助の経験数が増えない」17）と同様で
あった。わが国の病院における産科混合病棟の割合は、
産科併設総合病院の 75.4％18）、分娩取り扱い病院の
80.5％19）と報告されている。出生数に対する助産師の
就業場所が病院に偏在していることに加え、産科混合
病棟は、産科単科病棟よりも助産師 1人あたりの年間
分娩件数や助産師としての業務量が少ないとの報告が
ある 17, 20）。したがって、病院、とりわけ産科混合病棟
に勤務する助産師には、助産実践の機会が少なく、助
産師としての専門性を発揮しづらい状況があると推察
される。さらに、【助産実践に周囲からの支援を要す】
【助産実践能力が経験年数に伴っていない】【助産実践
能力に自信がもてない】等から、自身の助産実践能力
に対して自信のなさを抱いている中堅助産師の存在が

表 8　自施設の助産実践能力の向上における自身の役割
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明らかとなった。その背景のひとつとして、理由の記
載内容から、助産師としての経験の少なさがあると推
察された。こうしたことから、助産師としての経験を
蓄積しづらく、助産実践能力の拡大・強化に難渋する
状況があること、それにより、助産実践能力への自信
を高めづらい状況があると考える。
以上のことから、中堅助産師の助産実践能力の向上
のためには、実践的な教育に加え、中堅助産師がこう
した教育で習得した知識や技術を実践で活用する機会
が必要である。また、助産師の出向・受入れを実施し、
地域における助産師の偏在是正、助産実践能力の強化
支援、助産学生の実習施設の確保等を図ることを目的
として、厚生労働省が平成 27年度から開始した助産
師出向支援導入事業 21）の活用により、助産実践の経験
を蓄積すること、および院内助産や助産外来等の助産
師が主体的に助産実践を行えるシステムの構築が必要
であると考える。
助産師が主体的に助産実践を行うにあたっては、医師

との連携・協働が必要不可欠である。また、医師との連
携・協働は、助産師の自律性の構成概念のひとつ 15, 22）

である。しかしながら、「自分は自律した助産師である
と思うか」について「どちらとも言えない」「思わない」
と認識する理由に、【医師の方針にもとづく助産実践を
行わざるを得ない】が挙げられており、中堅助産師は、
医師と連携・協働しながら主体的に助産実践を行うこと
が難しいと推察される。そのため、中堅助産師が医師と
の連携・協働を強化していけるよう支援することが必要
である。
このほか、自身の助産実践能力の向上に必要な卒後
教育として、【継続的な教育】【段階に応じた教育】が
挙げられた。前述のとおり、助産師は看護師に比べて
職場における研修プログラムがある人の割合が有意に
低い 14）ことから、助産師に特化した継続的な教育を受
ける機会が必要である。助産師が継続的に自己研鑽で
きるよう、院内外の研修や学術集会等に参加しやすい
システムの構築とともに、中堅助産師がそこで得た学
びを組織に還元していくことが必要である。

２．自施設の助産師育成における自身の役割に対
する認識

最初に、「育成したい助産師・助産学生」から、中堅
助産師が助産師育成における自身の役割を志向するう

えでのよりどころとなる、助産師育成における到達目
標や重要視している事柄に対する中堅助産師の認識に
ついて考察する。一般的に中堅助産師が育成する助産
師は、主に CLoCMiPレベル新人からレベルⅡ 8）に到
達する時期にある助産師と考えられる。この段階にあ
る助産師は、安全かつ確実な助産実践からハイリスク
事例への介入ができることが到達目標であり 8）、基本
的な助産実践能力を獲得し、強化していくことが必要
とされている 5）。また、助産師が対象者の生命や尊厳
を尊重した助産実践を行うために不可欠なケアリング
は、全ての助産師に必要なものである 23）。A県の中堅
助産師が育成したい助産師・助産学生として挙げてい
た【ケアリングの姿勢をもっている】、助産実践能力の
目安となる【対象者の安全を担保できる】【助産師とし
て独り立ちしている】は、CLoCMiPレベル新人から
レベルⅡの助産師に必要とされる能力と同様であった。
それゆえ、A県の中堅助産師が認識する育成したい助
産師は、中堅者が育成する助産師に必要とされるのと
同等の能力をもつ助産師であると言える。よって、A
県の中堅助産師は、後輩の到達目標を考慮しながら助
産師育成に携わることができると考える。
また、助産師であることに関して【助産師としての
誇りをもっている】【自らの助産師像をもち続ける】、
【能動的に学ぶ姿勢が備わっている】【意欲的に活動す
る】【主体的に活動する】という自ら積極的に学び活動
することが挙げられた。よって、中堅助産師は助産師
育成において、助産師としてのアイデンティティと専
門職として自己研鑽する姿勢の育成を重要視している
と考えられる。
次に、「自施設の助産実践能力の向上における自身の
役割」から、助産師育成における自身の役割に対する
中堅助産師の認識について考察する。CLoCMiPによ
ると、中堅助産師には、自身の助産実践能力の向上、後
輩助産師の育成に加え、組織におけるリーダーシップ
の発揮等、組織の中心的役割が求められている 5, 8）。A
県の中堅助産師が、自施設の助産実践能力の向上にお
ける自身の役割として挙げた【自身の助産実践能力の
向上】【後輩助産師の育成】【助産師としての役割モデ
ル】【リーダーシップの発揮】は、こうした中堅助産師
に求められる役割と同様であった。よって、A県の中
堅助産師は、CLoCMiPが示す中堅助産師に求められ
る役割を認識していると考えられる。中堅助産師が自
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身の助産実践能力を向上させ自信のなさを克服し、さ
らに自信を高めることが、助産師育成において求めら
れる役割の遂行につながると考える。

Ⅴ．本研究の限界と今後の課題
本研究では、A県委託事業による研修会の受講者を
対象とした無記名自記式質問紙調査を分析対象とした。
そのため、研修会の講義内容やグループワークでの話
し合いの内容が、質問紙調査の記載内容に反映されて
いる可能性が考えられる。また、複数年度にわたり研
修会を受講した中堅助産師がいたことから、データに
偏りがあることが考えられる。加えて、無記名自記式
質問紙調査の自由記載内容が分析対象であったため、
中堅助産師の詳細な考えや思いが十分に反映されてい
ない可能性が考えられる。
今後の課題は、中堅助産師と医師との連携・協働に
おける課題を明らかにすることにより、連携・協働の
強化に向けた具体的な取り組みを検討することである。
また、中堅助産師が施設の助産師教育における自らの
役割を遂行できるよう、こうした役割遂行における困
難や課題、中堅助産師が必要とする教育や支援を明ら
かにすることが必要である。さらに、質問紙調査では、
自身のライフイベントをふまえた卒後教育に関する記
載はなかったが、中堅期は、結婚、出産、育児といっ
たライフイベントと自身のキャリア発達が併存する時
期であり、中堅助産師の助産実践能力向上の過程は多
様である。したがって、中堅助産師のこうした多様な
過程に応じた、継続的かつ段階的な卒後教育を検討す
ることが課題である。

Ⅵ．結　論
「自分は自律した助産師であると思うか」について、
「かなり思う」が 3名（3.5％）、「思う」が 14名（16.3％）
であり、自らを自律した助産師として認識している中
堅助産師は、約 20％であった。一方、「どちらとも言
えない」は 47名（54.7％）、「思わない」は 20名
（23.3％）であった。「かなり思う」「思う」と認識する
理由として、【助産実践能力の高まりを実感している】
【助産師としてのやりがいを感じ始めた】等の 5つの
カテゴリー、「どちらとも言えない」と認識する理由と
して、【医師の方針にもとづく助産実践を行わざるを得
ない】【希望する助産実践を行いづらい】等の 7つの

カテゴリー、「思わない」と認識する理由として、【助
産実践能力に自信がもてない】等の 5つのカテゴリー
が抽出された。
自身の助産実践能力の向上に必要な卒後教育として、

【助産実践につながる知識・技術の習得】【継続的な教
育】等の 8つのカテゴリーが抽出された。
育成したい助産師・助産学生として、【ケアリングの
姿勢をもっている】【助産師としての誇りをもってい
る】等の 15のカテゴリー、自施設の助産実践能力の
向上における自身の役割として、【後輩助産師の育成】
【自身の助産実践能力の向上】等の 7つのカテゴリー
が抽出された。
中堅助産師の助産実践能力の向上のためには、実践
的な教育に加え、中堅助産師がこうした教育で習得し
た知識や技術を実践で活用する機会が必要であると考
える。
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